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プ レッシャー グル ープ と して の
帝 国教育会,教 育 擁護 同盟
1.序 一 時代背景 と視点
本論は,帝 国教育会の 「黄金時代」といわれる沢柳政太郎の会長在任期(1916～27年)を
















会長が会とは別に外郭団体的組織に加盟 し両組織を互に補完せ しめなが ら教育運動の効果を
高めるパターンは,無論沢柳が初めてではなく以前にも 辻 信二が 国立教育期成同盟会(会
長,伊 沢修二)や 学制研究会(会 長,長 岡護美)と の関係を保ち義務教育費国庫補助要求運
動や学制改革要求運動を進めた際にも見 られたところのものである,し かしながら,辻会長
主導の運動が政府 ・文部省の行政上の怠慢に対す る請願 ・陳情的性格に止まり,かつ教育行
政関係者 ・官吏 ・政治家等を主体としていたのに対 し,沢柳政太郎による帝国教育会 と教育
擁護同盟との提携は,政 府 ・文部省の具体的施策に抵抗 し,その軌道修正を求める運動を有
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効な らしめんがためになされ,そ れ とともに運動の基盤を教育者の覚醒 と世論の高まりとに
置いていた。前述の時代背景があったにせよ,後者の規模 と迫力は前者のそれに比べてはる





めさせた。沢柳が病を得て急逝 し帝国教育会長が林博太郎に交替 して以後,同 会は以前の文
部省の賛助機関としての性格に復帰 した。評議員が一新され,専 務主事 ・編集主任等事務局
の中枢部の更迭が行なわれた。国民精神総動員体制構築への協力が同会の緊切な課題 として
優先され,財 政状態の悪化に伴って頻発す る教員俸給不払いに対 してさえも組織的な取 り組















官界の階梯を登りつめ,文相への未練は残 しなが らも野に下 り著作と民間教育活動に打ち
こんでいた沢柳は,鍵 衡委員会(文 部省普通学務局長 田所美治,伊沢修二 ら15名で構成)の
決定に従い就任を受諾した。就任後ほどなく,事務局長に相当する専務二主事(新 設)に 「新
教育」の同志 として親交関係にある野口援太郎を姫路師範学校長か ら招き,機 関誌 『帝国教
育』の編集主任には腹心の三浦藤作をすえて会運営の体制を整えた。沢柳は 「熱烈なる教育
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精神の所有者」エ)で,「何かしらを常に企てている」2)精力的な人物であった。文部官僚時










%相 当を組織 しているにすぎなかった。沢柳はこの実情を改善するための具体的方途 として
会長委嘱による地方委員制度を採用 し現会員を介しての勧誘により拡張を図 った。郡長 ・市












よる寄付の申し出を断 り広 く全国に献金を呼びかけた6)。さ らに,大 正末年にかけて労働運
動の興隆に伴い教員組合組織の教員会等結成の動きが目立ち始めたが,沢 柳は教育者の団結
を分断する結果をもたらすとして強 く非難 し,これらは趣 旨において教育会 と対立するもの
でなくむ しろ帝国教育会の組織的改善を前提にその下に結集するよう訴えた7)。加えて,恒









慮 して発起人には加わらなかったが,同 盟の構成メンバーはほとんど全国 教育 雑誌 記者会
(1919年5月結成,会 長沢柳)と 同一であり,事実上彼が同盟の代表格であったことは間違
いなかった。帝国教育会か らは沢柳会長の外,野 ロ専務主事,三 浦r帝 国教育』編集主任も
加わり同盟の多くの事務処理を代行 したので,帝 国教育会と同盟との間には単に事務所が同








































































































































































ける地方教育節減政策に 対する抵抗 と,教 育費 国庫負担額の増額要求を中心とする動きで





機能したのに対 し,帝国教育会一 連合教育会は全国的な運動を組織 しそれを背景に具体的
な要求ないし提言を行い,政策への反映を期する役割を果 した。また,同 盟の活動が先駆的
で理念先行理想追求型であったのに対 し,帝国教育会一 連合教育会は反応がにぶ くしかも
現実的姿勢を保持する場合が少なくなかった。これ らは主 として各々の組織の性格に由来す
るもので,そ の調整を行いそれぞれの特色を生かしなが ら運動全体の盛 り上げを図る上で沢
柳の手腕が発揮されていた。





とが少な くなか った8)。沢柳が教育擁護同盟 との係 りを少な くも表面上さけて腹心の野口に


























鞘 擁 礁(・92・… 韻)i













増額要求の行動を展開 した。一方,と くに財政基盤が薄弱で,た めに教育費負担の重圧に苦










ように同月26日には与党政友会有志議員か ら 「市町村教育費 ノ整理二関スル建議案」が緊急
提案された。同案の審議は,原 首相および政友会の整理削減方針が具体的に如何なるものか
を知る手がか りとして関係者注視の下で進められた。提案者井上角五郎は,①三町村二学校
等の措置による学校の分合廃止,② 二部教授等の採用促進による教員数削減,に より 「(地
方教育費の)三 割及至四割ノ費用ヲ減少スル コトハ容易」であると論断 し,これによって国
ヘ へ
庫負担増額要求の根拠はなくなるのであって 「(調査の結果)万 一尚ホ且ツ必要アル場合」





















有力な諮問機関として教育評議会(1921年7月9日設置,会 長岡野敬次郎)が 存在 し機能し










政調査会初の総会(7月29日)の冒頭,原 はつぎのように述べた。 「教育費(削 減)の 問題
は,単 に費用のみの問題にあらず して思想の問題 にも影響せざるを得ない。…その節約に因
りて質実穏健なる国民性を酒養せん と欲する。…教育費整理の目的を達すること得ば,国 民
性酒養の上において稗益する所少か らざるべし」17)と。 このことが結局強い抵抗を押 し切っ
てまで同方針を貫 こうとす る原の信念の支え となっていた。しかし,反面,上 記の事情は,
教育費削減それ自体に説得に足る十分な根拠をもちあわせていないことの証左でもあった。
臨時教育行政調査会第二回総会(9月14日),第三回総会(9月28日)に地方教育費節減
に関す る政府案(幹 事会案,幹 事長馬場膜一大蔵次官)提 案されその大要が初めて明らかに
なった(10月28日に追加提案)。同案 によれば,学 級の統廃合,二 部教授 ・三学級二教員制の
採用,補 助教員 ・専科教員の整理によって約2万5,000人の教員数の削減 とそれに伴うおよ
そ一千万円の人件費の節約を企図し,ま た建築費 ・設備費 ・消耗品費の節減によって相当額
の経費減を見込んでいた。同案の事実上の起草者であった馬場大蔵次官は,調査会に提案直
後(10月2日)談話を公表 し,そのねらいについて①小学校諸施設を各市町村の財力に即応
せ しめ資力薄弱な町村では極力節約的方策を講 じ,よって 「画一是正」を期す②教員整理に
より補助教員 ・准教員の陶冶がなされ教員の質の向上および待遇の改善がもたらされる,し
たがって同措置によりかえって有能な教員の活動の機会が広まり教育効果低下の心配は無用
である,と説明した。そして 「従来教育を論ずる者,動 もすれば理想的教育論のみ偏 して理
想 と経済との調和を図るの点に着目せず,為 に此の重要なる問題の多 く等閑に付せ られたる
は我国教育上甚だ遺憾 とする」18》と結び,暗 に教育費節減反対運動を非難 した。
政府案が特別委員会(江 木千之,赤 司鷹一郎,三 宅米吉,滝 沢菊太郎 ら13名)に付託され,
その審議の様子が連 日のように新聞や教育雑誌に報ぜ られるにつれて教育擁護同盟,帝 国教
育会を中心 とする反対行動は益々熱をおびて展開された。教育擁護同盟は,第一次案が提出
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臨時教育行政調査会に提案された市町村教育費削減案















































(注)o『 帝 国 教 育」542号,「 教 育 時 論」1,316号の 関連 記 事 に よ り作成 。
Q1,2号 は1921.2.16第8回特 別 委 員 会 で,3～7号 は1922.5.24第9回特 別 委 員会 で,そ れ ぞ
れ 仮 決 議 され,1922.6.29第5回総 会 で 一 括 可 決答 申 さ れ た。
された直後に逸早 く意見書 「二部教授及び三学級二教員制の批判」19),「取違へ られた画一打




は緊急臨時大会を招集 して(11月1～2日)全国的な反対運動の盛 り上りを促 し,以後同様









教育擁護同盟等による政府案に対する反対意見の論 旨は,① 二部教授,三 学級二教員制の








たらされ る,というにあった鋤。 これに対して教育擁護同盟に代表され る批判意見は,統 計
上あるいは諸外国の制度 との比較において,さ らには三学級二教員制実践校に対する実態調
査の結果をふまえて,一 学級当り児童数の削減 こそが,教 員の負担を軽減 しよってその意欲
を高め児童の個性に応 じたきめの細かい教育が期され結局教育効果の向上に直結する,と主
張 した25)。両者の考え方の相違は,基本的に教育 と地方経済(財 政)に 対す る比:重のおきか
たに起因していた。つまり,江木が 「市町村あっての教育である。市町村が 自立の能力なけ
れば(義 務)教 育は成立 しない…教育の原則は尊重しなければならぬ,併 し極端に突張って
いると却て教育の実体 とを破壊する」と,教育 と地方経済(財 政)と の調和を重視,否,教
育の経済への安易な従属を許容したのに対 し,同盟は 「国民の統一的教育」の水準維持を最
優先すべきであり,それが 「国家的生活の紐帯」を促進するものであるから,国庫負担金の




進あられていた。帝国教育会一 帝国連合教育会 と全国町村長会 との共同運動組織として結
嘩(6月28日)された市町村義務教育費国庫負担増額期威同盟は,9月13日帝国教育会で集




遁れや うとするのは誠に慨嘆に堪へない」 と政府を追求 した。また,ほ どな く町村長に市長










盟等の動きを背景に削減方針に抵抗 し審議に緊迫をもたらす とともに原案の一部修正へ と追
い込むきっかけをつくった28)。また,政 府案の熱心な支持者の一人としてその理論的裏づけ
に寄与 していた江木千之が第4回 総会(10月28日)に突如 「市町村立小学校費 に対する国庫
支出金額増加に関する建議案」なるものを提案するに至 る姿勢転換に大 きく作用した29)。削
減一本槍では世人を納得させ得ないことを察知 した行動であることは明白であった。これに













全国に展開,教 育の危機を訴えた32)。明けて1.月9日には,同盟,帝 国教育会,東 京市教育
会 ら都下8団 体による抗議集会が帝国教育会を会場に開かれ,仮 決議の否決および3号 案件
以下の廃案を要求 し,万一総会通過の場合にはあらゆる合法的手段を用いて阻止する旨の決
意を表明した33)。調査会の活動が,以 後およそ半年の空白期間が生 じ,よ うやく5月24日に
至って残 り5案件(3～7号)が 委員会を通過(一 部修正)し た事情には,上 述の抗議運動
のはげしさと広がりが大 きく影響していた といえる。
1922年6,月29日,臨時教育行政調査会は諮問か らおとそ9か月ぶ りで特別委員会の決議通







帝国教育会 らによる一連の運動は急速に下火 となった。大幅な増額 とはいえもともと国庫支








用を歓迎す る意向を明らかに していたが,や がて岡田の所信が新聞等に報道され具体的な行
政措置が進められるにつれて態度を硬化させ,代 表を派遣して文相の真意を直接確かめた上,
当該声明が出されるに至った。声明は,まず 「(岡田)文 相の教育政策を見 るに……数十年
くマ マ ラ
の古き氏一個の教育意見を実行せ しめんとし与論を無視 して新時代の要求する教育を圧伏す
る如き態度を示されたのは遺憾(で ある)」 としてその保守的施政方針を非難 し,「若し氏
の意見が実行さるる暁には我が教育の進歩に多大の障碍を与ふべき」 と警告 した。同盟によ
り岡田文相の時代錯誤の教育政策 として槍玉にあげ られπ事項の第一は学校における 「軍事
教育」振興方策であり,第二は教育団体の運動に対する規制方針,第 三は学校劇に対する抑
制方針,第 四は 「新教育」に対する抑圧方針,第 五は義務教育年限延長,師 範学校の拡充等
学校制度改革に関する基本方針であった。声明書は各事項についてそれぞれ詳細な論評を加
え,文 相の施政方針の不当性を訴えた。
以下,各 事項別に批判の対象 となった岡田文相の言行,行 政措置,そ れに対する教育擁護
同盟,帝 国教育会等教育団体の反応と抗議運動の展開,そ してその結末について考察を加え
ることにするが,そ の前提として当時岡田が堅持 していた教育政策に対す る基本姿勢を検認
しておかなければな らない。岡田の文相就任は寺内内閣時(1916.10.9～1918.9.29)にっつ
いて6年 ぶり二度目であったが,第 一期において臨時教育会議を設置し明治教育体制の忠実
な継承 と整備に異常な熱意を もって取 り組んだ岡田は,そ こで確立 された方針に即 して任期
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中に取 り残 した施策の実現に第二期を活用することを期していた。忠良な臣民,軍 人また産
業人養成の手段 としての 「国民教育」の拡充 と,ひずみの最も蓄積 していた高等教育制度に
最小限の手直 しを加えることが岡田の教育経営上の基本方針であったが,そ れが,そ のまま
臨時教育会議の答申中に忠実に組み込まれていた35)。うち,後 者については後継の原内閣が
積極政策の一環 として行なった高等諸学校増設 と結びついて制度化されていたが,前 者につ
いては不十分であった。国家体制維持の要件として常に教育制度の精神的訓練機能を高 く評
価 しその充実を志向する岡田にとってこの点全 く不満であった。かって文部省高官 として明
治教育体制の構築に関与 した者 として教育が国家体制の維持に少なからざる貢献を してきた
との自負があった。大正末年にかけて,国 家諸機構に対す る変革の動きは益々激 しさを加え,
普通選挙法の施行,陪 審制度の採用,民 法改正等,一 部譲歩を余儀なくされたが,そ れだけ
に最後の砦 としてまた近代制度のなしくずし的空洞化手段 として教育制度掌握の必要性を岡
田は最 も強く認識していた36)。彼の施政方針が概 して保守主義に徹 し,教育制度変革の新 し
い潮流に頑強に抵抗する姿勢が常に見受けられ るのは,上 述のような事情に依拠 していた。
その信条 と堅実な行政手腕は枢密院や時の政府により高 く評価されるところとなり重用され
たが,同 時にその自己の信念に固執 した余 りに硬直かつ偏狭な施政方針には,出身母体たる
貴族院内部か らさえも非難が加え られ る側面が備わっていたことも事実であった鋤。
さて,教 育擁護同盟の声明の第一に掲げられた学校における 「軍事教育」振興方策につい
てであるが,岡 田は文相に就任 して以来陸相の宇垣一成 と密接な連絡を保ち,ワ シン トン会
議の決議に基く軍縮施行(一 次,1922.'8.11二次,1925.4.1)の結果整理の対象となった現役
将校を中等以上の諸学校に配属 して体操科中の教練を担当させその教育効果の向上を期そう
と目論み着 々と準備を進めていた。当時,師 範学校,高 等師範学校を中心に同様の制度が慣
行的に採 り入れ られていたが,そ の対象を飛躍的に拡大 し,よ って社会科学研究会の結成等












尊重す る事に傾いて居る,其 処に全 く異った教育方法を採 らん とする一教官が入 り来(れ
ば)… その間…不調和の起るのは自然の結果である」とし,「我々は往年師範学校に於て既
にその弊を経験 している」と結んだ。また第二に,「軍事教育」の強行が日本の国際的信頼





国家の前途に対 して益憂ふべき事態を惹起する」 と言及 した。同盟としては以上の理由から
納得に足る同案施行の根拠を見出すことができないとし,「文相は軍縮による軍縮による陸
軍将校を救はんが為に自己の所管たる学校教育を犠牲に供 して顧る所がない」 と結論づけた。
ところで,声 明よりおよそ1か 月前の11月4日,教育擁護同盟は尾崎行雄,山 桝儀重代議
士,水 野広徳大佐 ら政治家,軍 人を招いて軍事教育意見交換会を開き40),学校教練振興案に
ついて 「学校教育の目的を破壊 し…明らかに軍部の教育干渉である」との決議を行い世論の
喚起を図った。同 じころ,全 国学生団体の連合体である 「学連」を中心に軍事教育反対同盟
が結成(11月12日)され,各 地で同盟支部による集会,講 演会が開かれた41)。しか し,同問
題に関して帝国教育会一 連合教育会は全く沈黙を守った。わずかに同案審議中の文政審議
会総会において同会を代表 して出席していた沢柳政太郎が,軍 事目的 偏重の 発想に反発 し
また実施に当って教育現場の混乱を憂慮する観点か ら消極意見をのべた42)に止り,会 として
の公式の見解ないし行動は一切なされなかった。教育費節減反対運動の際の迅速な対応 とは
対照的であったが,こ れは,一 つには初等教育以外の問題については会員の関心が低 く,ま
た軍教案の性格をめぐって評価がわかれ,結 局会 としての意思統一が困難であったことに由
来 していたといえよう。第二次軍縮施行 日(1925年4月1日)を目前に学校教練振興計画案
の立案が陸軍,文 部両省聞で急テンポで進め られ,文 政審議会ではわずか6日 間の審議 日数
を費しただけで通過 し,4月13日に至り関係法令が公布施行された。 この間における一貫 し
た軍事の能動的立場 と押され気味に終始 した文部当局の立場 とは,明 らかに同案の性格を象
徴し将来の展開の方向を示唆していた43)。
同盟の声明中の第二点 としてあげられた教育団体の活動をめぐる問題に関しては,岡 田文








を果すべく用意されたものであった翰。各団体か らの代表者2名 で構成され,代 表者格の総
務には沢柳政太郎帝国教育会会長,事 務局長相当の庶務主任には野口援太郎同会専務主事が
任ぜ られた。同日の創立大会には多数の教育関係者が参集し,差 し当り来るべき総選挙(1
月31日解散,5月 総選挙)に おいて 「教育第一 を標榜して立候補する者には連盟の名を以て
推薦状を発送…応援演説,文 書による宜伝等をなしてこれを援助する」旨の決議を行 った。
沢柳は大会壁頭の挨拶の中で政治と教育との連携の意義を強調するとともに政党を超越 して
教育に理解ある候補者を議会に送 りこむ必要性を訴え,さ らに 「我々が斯の如き運動を起す
所以は決 して我田引水のことではない,経 済的にも外交上にも其他国政上にも一層教育的の
根拠を必要と信ずるが故に外ならない」とのべて締めくくった。決議に基き同盟は早速各立
候補者あて沢柳総務名で質問状を発送 し,義務教育年限延長,師 範教育改善,中 等教育機関
の増設,女 子教育改善,視 学制度改善,義 務教育費国庫負担塔額の各方策について回答を求





苦 々しさを隠 し切れなかったのも無理か らぬことであった。同盟は,声 明の中で前記沢柳演





地方長官会議(1924年8月7日)で の訓示中においてであった。まず 「新教育」に関 して
「近年種々ノ名称ノ下二教育上ノ新主義 ヲ鼓吹スル者 ヲ輩出シ学校教員ニシテ軽卒二之二共
鳴シテ実際二之 ヲ試 ミル者少ナカラス其ノ甚タシキニ至 リテハ往々法令上ノ規定 ヲ無視スル
カ如キ者アリ」とのべ,「 軽信妄動徒二新 ヲ街 ヒ奇 ヲ弄シテ彼 ノ人ノ子 ヲ賊フノミナラス其
ノ法令モ背反スル如キニ至テハ厳二之 ヲ誠メサルヘカラス」 として 「新教育」実践者に対す
る監督の万全方を指示 した。また,学 校劇に関しては 「学校二於テ脂粉 ヲ施 シ仮装 ヲ為 シテ
劇的動作 ヲ演セシメ公衆ノ観覧二供スルカ如キ」現象は 「質実剛健ノ民風作興」に反すると
してその盛行を強く批判し取締方針を打ち出した。









このような動きに対 しては,反 体制思想の取締の強化と相侯って,教 育体制の秩序を棄乱
するものとして早 くから地方行政当局により散発的ではあったが規制が加えられていた。た
とえば,1922年1月,茨城県当局(守屋知事)が 「新教育」の理論家手衛岸衛(千 葉師範付






り,視学委員,督 学官を派遣 して実態を査察させとるべき措置を指示した。・この結果,著 名
な実践者が次々と配転,退 職を余儀なくされた。 一方,学 校劇 抑制措置については,後 日
(9月3日)改 めて次官通牒を発し文相発言の確認 とその徹底を期 した。
地方当局,文 部省の規制措置に対 して広範な抗議行動を展開したのは教育擁護同盟であっ
た。帝国教育会も側面から支援する態勢 をとり,機関誌r帝 国教育』を通じて事件の経緯 と
同盟の活動をその都度詳細に報 じた。同盟は 「新教育」弾圧の事例が生ずると 「行政官が教





が数十年前の制度慣習に固執 し,是を改善せんとす る者を直に法規 を無視する者として圧迫
したり排斥 したり終にその職を奮いその生活を威嚇す るが如 き態度にあるので益々この傾向
を助長している」 と指摘 して,教 育の進歩を阻害 しているのは,む しろ文相,文 部当局の硬
直性 ・非融通性にある,とその姿勢を強 く批判 した。
同盟の声明の第五点に掲げられた義務教育年限延長,師 範学校制度等制度改革の問題につ
いても岡田文相と教育団体 との間には基本的な見解の相違があった。すなわち,岡 田が臨時
大正 ・昭和初期教育政策史の研究 ② 101
教育会議答申の範囲をこえる改革の必要性を全 く認めようとしなかったのに対 し,教育団体
側は時代の推移に即応して制度改革を弾力的に行おうとの考えであった49》。師範学校制度の
改革については,帝 国教育会,教 育擁護同盟,師 範学校長協会など10団体が師範教育改造同
盟を結成(1923年5月5日)し,師範学校の専門学校化促進のための運動を展開 し50),義務
教育年限延長に関しては,帝 国教育会一 連合教育会が中心となって早期実現のためのキャ
ンペインを推進 していた51)。しか しなが ら,義務教育年限延長に関 して臨時教育会議の答申
通 り時期早尚説をとっていた岡田は,前任の江木千之が周到な準備を進め実現の一歩手前ま





審議会が置かれていたが,沢 柳は帝国教育会長のポス トに割りふ られた委員として審議に参
加 していた。枢密顧問官,貴 ・衆両院議員,各 省庁高官,軍 部 ・財界首脳などの中にあって
沢柳は唯一人の教育実践者を包括す る組織を代表する存在であった52)。





言の効果を高めるべく配慮 していた。文政審議会では,前 記 「軍事教育」振興案(諮諭4号)




















うち,第一部拡張費を全額削減しその大部分を 第二部の 充実費に 振りむけるとの修正動議
(97万円減額)を 提案 した。総額15億2,000万円余の予算総額中,修正はわずか97万円であ
ったし,こ のような修正が政局にもたらす影響,貴 族院の職権乱用 として貴族院改革の口実
を与えないか等の思惑や岡田文相支持グループのまきかえしもあって鎌田提案に対する反応
は消極的方向に傾斜 しかけた。この形勢を逆転させ るきっかけとなったのは沢柳の大演説で









後に岡田が予算執行にあたって他費用を流用 して既定方針通 り第一部の拡充を強行 したた





















































24)江木千之 「穿 き違へたる教育の機会均等」(「 帝国教育』472号p.22)









































52)もっとも文部官僚出身者とい うカテゴリーからいえば,江 木千之,鎌 田栄吉,木 場貞長,高 田早苗
ら貴族院教育関係議員グループ中に包括される。
53)「文政審議会議事速記録」第9集
54)江木千之滝沢菊太郎と当初沢柳に同調したが途中で妥協し脱落した。
55)「第50帝国議会貴族院議事速記録」28号p・749～57
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THESTUDYOFEDUCATIONALPOLICYINTAISHO
ANDEARLYSHOWAERA(PART2)
一ESPECIALLYONTHEREALASPECTOF
TE正KOKU-KYOIKU-KAIANDKYOIKU・
YOGO・DOMEIASPRESSUREGROUPS一
AKIRAABE
ThispapertriestoinspectminutelythestructureandfunctionofTeikoku.Kyoiku.
Kai(TheImperialEducatior'sAssociation;1.E.A.)in1913-37andKyoiku・Yogo。Domei
(TheAllianceforDefendingEducation;A.D.E.)andtoclarifytheroleoftheminthe
formationanddevelopementofeducaionalpolicyinTaishoandearlyShowaera.
TwobodiesfortheeducaionalmovementwasincloseconnectionwithMasataro
Sawayanagiwhowasawell.knowneducatorandeducationaladministrator.Hewas
themasterofI.E.A.intheprecedingperiodandaninfluentialpersonofA.D.E..
UnderSawayanagi'sleadershiptwobodiesconcentratedthecIaimsofedcationalists
inthewholecountryandtriedtoIetthemreflectintheeducationalpolicy.
At缶stthereductionoflocaleducationalexpensive,whichwasplanlledbyprime
ministerministerKeiHara,wasobstructedbythecounteractionoftw6bodies.
MoreovertheykeptuprivalrywitheducationministerRyoheiOkadawhoopp士esseed
progressiveeducators,promotedthemilitary-trainginschoolsandwasneglectfulof
reformingth601deducat量onalsysteln.
